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国内・海外の調査の現況
1.目的
環境人材育成に向けた取り組みの現状と課題の把握

２．対象
国内・海外の大学、企業、NPO等

３．着目点
(1)環境人材育成の関連施策
(2)環境人材育成のプログラム
(3)環境人材育成の教育手法
(4)環境人材育成に向けた各種の仕組みの構築・整備のあり方

４．実施方法
(1)国内 主要大学・企業・NPOなどへの聞き取り

全国の大学へのアンケート調査（発送730大学・回答203大学）
(2)海外 主要先進国・アジアの発展途上国の中で先進的取組みを行う大学を

選び、ワークショップ、聞き取り、アンケートなどを実施。
‒ 欧州の大学：１２大学（英国５大学、スウェーデン４大学、オランダ３大学）
‒ 米国の大学：３大学
‒ アジア：１１大学（インド３大学、中国５大学、タイ３大学）
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海外諸国における
高等教育機関における環境人材育成

の関連施策について
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高等教育での環境人材育成施策
立法措置

• 2006年の教育法改正で、環境教育の機会を高等教育で提供するこ
とが義務化（スウェーデン）

司法判断

• 1991年に、全ての大学（学部及び修士課程）に環境の必修コースを
設置しなければならないことを最高裁判所が判断（インド）

国家開発戦略（第十期五ヵ年計画）での規定

• 環境専攻以外の大学・大学院、教員養成大学や高等専門学校の学
生に対する環境教育の強化（中国）

国家行動計画やその他の関連政策文書の策定

• 環境教育やＥＳＤを推進するための行動計画や関連政策文書で指針
を規定（イギリス・スウェーデン・オランダ・日本・中国・インド・韓国等）



ＥＳＤ行動計画や関連政策文書の特徴

教育と能力構築、政策関連性、現場における
実証プロジェクトを中心的な課題として、ＥＳＤ
の実施を進める。

ESD:CEE Approaches 
and Strategiesインド

国内の全ての教育機関に国家環境教育声明
を配布し、教員および地域リーダーが環境やそ
の中で生活することの重要性を伝達するアプ
ローチの紹介と拡大を図る。

Australian Government’s 
Strategy for the UN 
Decade of ESD (2006)

オーストラリア

大学における環境専攻のカリキュラムの中に持
続可能な開発の観点を導入することを急務の
課題としている。

National Action Plan for 
Environmental Education 
(1996-2010)

中国

学校における指導カリキュラムを持続可能性を
普及させる中心と捉え、環境教育を独立した
科目に設定。

National Strategy for 
Sustainable Development 
(2006-2010）

韓国

大学や大学院に対し、各分野の専門家を育て
る過程に、ＥＳＤに関連した教育を取り入れる
取組の促進。

わが国における「国連持続
可能な開発のための教育
の１０年」実施計画 (2006)

日本

国別の特徴計画・文書名国名

ＩＧＥＳによるまとめ
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高等教育機関における
環境人材育成のプログラム

の現状について



アジアの大学における環境人材育成の現状
特定の学部・学科における取組

• アジアの大学においては、1970年代に自然科学分野に専門教育として
環境の要素が導入。その後1980年代を通じて環境関連の科目や学科数
が増加。ただし南アジアでは、1990年代になってようやく自然科学分野の
専門教育に環境の要素が取り入れられるようになってきている。

各学部・学科における環境教育の強化

• 1990年代には、人文・社会科学分野のプログラムにも環境の要素が取り
入れられるようになり、1990年代後半以降は、大学院レベルでの教員養
成のプログラムにも環境が位置づけられる。

• 近年になって、各国の主たる総合大学に、環境についての学問を追及した
学部やコースなどを設置。特に教員養成系での環境や持続可能性の取り
扱いが積極的。

横断的な環境・ＥＳＤ関係学部・学科の設置

• 環境の要素を取り入れた文理融合型の大学院教育は、1990年代後半以
降ようやく設置され、開始。

7ＩＧＥＳによるまとめ

最近の環境・ＥＳＤ教育の取組状況

• 教養教育（一般教養）での持続可能性の導入の試みが開始
されているが、その事例は少ない。

• 環境系の教育科目は主として専門教育の中で取り上げられ
ている。特に環境系の専門教育の中では、人文科学・自然科
学の両方で、ＥＳＤについての科目が設置されている例が見
られる。

• 持続可能性を取り扱う専門コースを持った大学院の修士・博
士課程において、環境・ＥＳＤ教育への取り組みが多く見られ
るようになっている。
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アジアの大学における環境人材育成の現状

ＩＧＥＳによるまとめ
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教養教育・専門教育課程で、環境人材の育成への取
り組みが積極的であると回答している。

ＩＧＥＳによるアンケート調査の結果より

日本の大学の各教育課程では環境人材
の育成に取り組んでいるか
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日本の大学の各教育課程ではどのように
「環境人材」育成に取り組んでいるか
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寄附講座による環境特別講義

海外提携大学への留学支援

環境系資格取得のための講座

図書館・情報センター等の
情報集積充実

企業等へのインターンシップ派遣

環境に関する単発系の
セミナー・ワークショップ

環境系サークル活動の奨励

ディスカッション・ディベート等

環境ボランティアの奨励
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●教養教育では講
義・演習、専門教育
課程では実習・フィー
ルドワークが中心

●ディスカッションの
導入やインターン
シップの取り組みは
限定的

ＩＧＥＳによるアンケート調査の結果より
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王立工科大学（スウェーデン）におけるサステイナビ
リティー導入の事例

伝統的な大学（1827年設立）でも改革と多様化が求められ、2005年
にSchool of Energy and Environmental Technology(ＳＥＥ)を設置。

■プログラムへのサステイナビリティーの観点の導入

Department of Energy Technologyは伝統的・従来型の工学研究科であるが、コースとして
Sustainable Energy Engineering (SEE)を設置し、持続可能なエネルギー工学やエネルギー利
用に関する持続可能な技術を教育・指導できるよう工夫している。

■多様な教育プログラムを提供

ＳＥＥ（修士課程）では、Solar Energy、Sustainable Power Generation、Nuclear Power 
Technology、Sustainable Energy Utilization in the Built Environmentの分野を提供。

■大学間連携への参加

戦略的大学連携である「Erasmus Mundusイニシアチブ」に参加 し、他大学のプログラムを履修
できる機会を提供し、さらなる多様化を推進。

学生の学習ニーズへの対応／大学の競争力の向上
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ゴーテブルグ大学（スウェーデン）の履修案
内における持続可能性の扱いの明示

■履修案内での印による表記

青印：持続可能性問題を実質的に取り扱う
講座

黒印：持続可能性を部分的に取り扱う講座

印なし：持続可能性は取り扱わない講座

■環境・経済・社会をどの程度総合的に
扱っているかが判断基準

■講義の担当教授による自己評価によ
り印がつけられる

■他大学の取組みを応用し、定着化。
全国的な実施には至っていない。

学生の学習ニーズに応え、大学の競
争力を向上させるための工夫のひと
つといえる。

出所：スウェーデン・ゴーテブルグ大学履修案内
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履修案内における青丸・黒丸印の例

環境経済学 地域社会学：スカンジナビア

黒丸表示：社会的側面が網羅されてい
ないためと推測される。

青丸表示：社会経済・環境的側面が総体
的に論じられているためと推測される。
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高等教育機関における
環境人材育成の教育手法について
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教育手法 育成できる素養 欧米 アジア

伝統的な
講義・演習

ロールプレイ
プレゼンテーション
ディベート等

現場実習
現場研修

発信・コミュニ
ケーション能力

実践的知識

基礎的知識

各国で採用されている教育手法

● ●

● ●

●

欧米：実践的知識や発信・コミュニケーション能力の育成を重視
アジア：基礎的な知識の育成を重視

●

日本

●

●

●

ＩＧＥＳによるまとめ
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体験的な施設を活用した環境についての教育の提供

チャルマー・ゴーテブルグ大学（スウェーデン）
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大学教育でのインターンシップの実態
国 必修/選択・期間 外部からの支援

選択、１-６ヶ月
タイ なし なし

なし なし
なし なし
なし なし

オランダ 選択 国内外へ派遣

スウェーデン

有給インターン奨励 学部の提携企業に派遣

必修、１０週間

選択、夏の期間のみ

国内外の提携機関・企業
に派遣

オックスフォード大学 選択

ルンド大学 選択

各教員が努力して派遣先
を選定

大学のキャリアセンターと
提携する機関・企業に派遣

研究科の提携機関・企業
に派遣

公共機関、非営利団体へ
の派遣

日本

中国

イギリス

アメリカ
ハーバード大学
（ケネディスクール）
ライデン大学

必修、３-６ヶ月

マサチューセッツ工科大学
（サローンスクール）

ロンドン大学
（ロンドンカレッジ構築環境学部）

同済大学

華東師範大学
北京師範大学

カセサート大学

大学

京都大学

名古屋大学
（地球環境学舎）

ＩＧＥＳによるまとめ
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社会貢献学習・実践型学習の扱い

• 欧米の大学
– 企業が持つ特定の問題の解決を、修士レベル以上の学生
と共同で研究、もしくは学生に助成し研究を委託

• アジアの大学
– 農村開発やアグロフォレストリー活動の現場に学生が長期
に入りアクションリサーチを実施

教育手法 育成できる素養 欧米 アジア日本

社会貢献学習
実践型学習

企画力・
分析能力 ● ●●

欧米・アジアの双方で、企画力・分析能力の育成が重視
日本ではこれらの扱いが極めて限定的

ＩＧＥＳによるまとめ
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環境人材育成に向けた
各種の仕組みの構築・整備の

あり方について
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環境と持続可能性に分野の
教育・研究を一層推進するた
め、事業実施・調整・渉外の
役割を担う組織としてセン
ターを設置した。

包括的視点・専門性の構築、
企画・交渉能力の養成、即戦
力となる人材育成が強化さ
れた。

学内拠点の設置により、持続
可能性・環境教育/研究/人材
育成の推進効果があった。

研究・教育センターの設置

環境・持続可能性センター（2001年）
• チャルマー・ゴーテブルグ大学の共同運営

• 大学の環境プログラムを調整

• 専属の研究者・職員

• 実践的実証研究

• 企業との互恵的連携

• 独自の予算・資金捻出
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戦略的大学連携：Erasmus Mundusの事例

■Erasumus Mundus Initiative

欧州の複数のトップクラスの大学・高等教育機関が実施する修士
課程以上のコースに対する、欧州委員会（ＥＵ）からの助成

■目的

先端的な高等教育の実施を支援すること

■人材育成の観点から見た特徴

①所属学生は３つ以上の大学で講座を受講することが義務づけ
られる

②ＥＵが参加大学に対して助成を実施

③ＥＵが参加学生に対して奨学金を提供
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Erasmus Mundus Initiativeによる大学連携

MESPOM （環境科学・政策・管理修士ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

• ４大学による共同のプログラム運営

• 大学付属研究機関の比較優位を結合

• 修士プログラムの質の向上を目指す

• 課題特化型・プログラムのブランド化

• 欧州委員会による戦略的助成政策

• 市場経済移行国や西アジアの非産油国など
の学生に対する奨学金支給

大学連携によって各大学の比較優位をリソースとして提供し合うことができ、その
結果、環境についてのプログラム運営を効果的なものとすることが可能となった。
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•目的：同済大学（中国）が開始したIESDの活動を支援するために、The 
Asia-Pacific Regional University Consortium on Environment for 
Sustainable Development（RUC）を設置し、参加大学の教員が同済
大学で講義を持ち学生指導に協力すること。

•参加大学：グリフィス大学、ニューサウスウェルズ大学、ウオロンゴング
大学、 アジア工科大学、国連大学、イエール大学などがRUCに参加

•システム：学生はセメスタ1つをＲＵＣのメンバー大学で受講可能。修了
生には同済大学の「環境管理修士号」が授与

•必修コア科目：環境倫理、環境化学、環境社会学、環境経済・循環経
済、持続可能な開発のためのフレームとツール、環境管理・環境政策

•RUCの協力があることによって、高度な教育に基づく人材の育成が中
国の大学で実施・継続することが可能となった。

アジアの大学に対する大学連携による支援
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産官学民の連携：欧米の事例

1. 民間企業へのコンサルティングに類する事業協力・研究活動

多くの大学が実施、プロジェクト事例ごと、実利密着、短期連携の場
合あり、不安定性が残る

2. 企業幹部・中堅社員向け研修プログラムの実施

資金助成を仰ぐ、テーマの魅力度が重要、参加後の交流会・ニュー
スレター配布などが重要視、利益追求偏重抑止する重要性あり

例：ケンブリッジ大学、デューク大学、気候グループ（NPO)共催の気候
リーダープログラム
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3. 政府系開発援助資金を利用した途上国の人材育成プログラムの実施

運用上の各種課題（査証等の受け入れの手続き）、多様なニーズへ
の対応、帰国後の就業状況の監視、自国民参加機会の提供、民間
資金導入の制約

例：｢持続可能性管理国際プログラム｣オランダ・ティルブルグ大学ビジネ
ススクール(TiasNimbas) ・グローバリゼーション/持続可能な開発セン
ター(Globus, the Centre for Globalisation and Sustainable 
Development)が関連団体と共催

産官学民の連携：欧米の事例
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持続可能性の取り扱いに関する外部評価制度
■オランダ政府が活動を助成し、ＮＰＯであるＡＩＳ
ＨＥ（オランダ高等教育における持続可能な開発
のネットワーク）が大学の外部評価を実施

■大学プログラム・運営の中での持続可能性の
取り扱いを５つの段階別に評価

1. 活動主導型(Activity oriented)

2. 過程主導型(Process oriented)

3. 制度主導型(System oriented)

4. 循環型主導型(Chain oriented)

5. 社会主導型(Society oriented)

外部評価の存在が、欧州の大学が学内の体制整
備・プログラム改革、教職員の意識を改革するこ
とを促すことに繋がっている。
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■ＡＩＳＨＥが採用している評価基準
-計画段階
1.ビジョン・ポリシー ビジョン／ポリシー／コミュニケーション／学内の環

境管理
2.専門性 ネットワーク／専門家グループ／スタッフ研修計画

／研究・外部に向けたサービス
-実施段階
3.教育目標・手法 卒業生の進路／教育手法／教員の役割／試験
4.教育内容 カリキュラム／問題を統合したアプローチ／指導観

／専門性
-チェック段階
5.結果の評価 スタッフ／学生／専門領域／社会

■評価手法
-聞き取りとアンケートによる評価

ＡＩＳＨＥの第三者評価基準・評価手法
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欧州の工科大学における持続可能な開発の取り扱い
についての評価（格付け）

各大学を、初期（Getting started)、進行中
(Making Progress)、目標達成(Reaching 
target)、啓蒙的(Inspiration)の4段階に分
類/格付けている
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欧州の工科大学における持続可能な開発の取り扱い
についての評価基準と評価実施団体

■評価基準

以下のポイントの有無やその内容に従って工科大学を評価

1. 持続可能性に関するポリシー

2. キャンパスマネジメント

3. 教育プログラム・講座

4. 専門性

■評価実施団体

デルフト大学、チャルマー大学、カタールニヤ大学が支援し、カ
タールニヤ大学に事務局が置かれているEESD-Observatory
が評価を実施

大学の格付けは、大学が持続可能な開発を取り扱う意欲や
動機付けを高めることに直接影響する。
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まとめ：欧米・日本・アジアの大学に
おける環境人材の育成体制の実態

欧米の大学 日本の大学 アジアの大学

関連施策 有（スウェーデン等） 有（ＥＳＤ実施計画） 有（インド・中国等）

プログラム 多様化が確立 多様化が進行中 発展の途上

教育手法

多彩な教授法 伝統的な教授法 伝統的な教授法

現場実習の重視 現場実習を拡充中 現場実習を採用

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの確立 導入が進行中 極めて限定的

社会貢献学習・実践
型学習が主流

社会貢献学習・実践
型学習は限定的

社会貢献学習・実
践型学習を採用

組織設置

大学間連携

産学連携

外部評価

格付け

環境・持続可能セン
ターの役割重視

学部・研究科の内部
組織として存在

センターの設置は限
定的な段階

積極的に推進･参加 積極的に推進・参加 部分的に実施

積極的に推進 積極的に推進 限定的に実施

導入している 体系的なもの無し 特になし・懐疑的

ＩＧＥＳによるまとめ
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1. アジアの工学系の大学・学部においては、持続可
能性概念の導入が欧米に比べて進んでいない

2. 社会科学系では、実質的にＥＳＤを取り上げてい
ることが認められるものの、専門的知見としての
体系化は依然として不充分

3. 教員養成課程の取り組みに関して多々見られる
優良事例についての研究や情報の交換を拡充す
ることで、他への波及が可能となる

4. 民間企業との互恵的な連携の強化が必要
5. アジア地域内での大学間連携の強化が必要

アジアにおける環境人材育成：
大学プログラムにおける課題
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1. 実利的かつ互恵的な連携：実践的で参加主体が
それぞれ相互に恩恵を受ける形態が必要

2. 選択的・戦略的な連携：相乗効果創出・比較優位
向上効果の高い連携を模索すべき

3. 自立的な運営体制：人員・予算・待遇改善など
4. 評価の導入：教育・研究活動が環境パフォーマン
スの改善にとってどのように影響をもたらしたかの
評価も有効

5. 支援：途上国の体制強化・組織的能力開発の支
援

海外の事例を踏まえたアジアにおける環境人材育成：
産官学コンソーシアムの活動の方向性


